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か、1998 年民事訴訟規則 5）（以下、「民訴規則」と略記する）の改正（Civil Pro-
cedure（Amendment） Rules 2000（SI 2000/221）により導入された集団訴訟命
2）　消費者とは、個人の取引、事業、技能（craft）もしくは、職業に全面的ないし主
として属しない活動（acting）をしている個人（individual）である（同法 2 条 3 項）。
3）　フランスに関し、山本和彦「フランスにおける消費者グループ訴訟」一橋法学 13 
巻 3 号 123 頁（2014）、町村泰貴「フランス・グループ訴権の実例―日本での運用
の参考のために―」名古屋法政論集 270 号 313 頁（2017）など参照。
4）　イギリスの多数当事者訴訟に関し、Zuckerman, On Civil Procedure,3rd., Ch.13, 
2013; N. Andrews, On Civil Processes, Vol.1, Ch22,2013; C. Hodges, Multi-Party 
Actions, 2001. アンドリュース著（溜箭将之＝山﨑昇訳）『イギリス民事手続法制』
207 頁（2012）、溜箭将之『英米民事訴訟法』121 頁（2016）、楪博行「イギリスに
おける大規模不法行為訴訟」白鴎大学法科大学院紀要 8 号 31 頁（2014）など参照。
5）　1998 年民事訴訟規則に関し、我妻・前掲注 1）137 頁（2003）以下など参照。
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8）　J. Seymour, Representative Procedures and the Future of Multi-Party Actions,
（1999）62 M.L.R.564,582; Zuckerman, supra note 4, paras 13.43-13.44.
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提起することは、紛争解決として有効な手段であるとされている。例えば、
Equitable Life Assurance Society v Hyman[2002]1AC 408HL は、一定の割合の
配当を保証している生命保険証券に関し、生命保険会社の取締役が裁量で引き
下げることは違法であるとの宣言判決を下し、保険証券を保有している者およ













9）　N. Andrews, English Civil Procedure, 2003, paras 41.83-84;Hodges, supra note 
4,para 5.13.






請求をしている事案（EMI Records Ltd v Riley[1981] １WLR923）で、賠償金を当事
者が個別に受領するのではなく、特別の基金に振り込むことに同意している。
12）　Andrews, supra note 9 , paras 41.81-41.82; R. Mulheron, The Class Action in Com-

















　民訴規則制定後の判例は、Independiente Ltd v Music Trading On-Line（HK） 







14）　Mulheron, supra note 12 at 87.Markt 判決で宣言判決を認める Bukley 反対意見と
親和的な考え方であるといえる（J. Sorabji, The Hidden Class Action in English 
Civil Procedure, （2009）28CJQ 509）。
15）　Mulheron, supra note 12 at 84.
16）　Id at 78-87.
17）　ニール・アンドリュース・前掲注 4）216 頁、溜箭・前掲注 4）128 頁など参照。 
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　原告は、イギリスにおける著作権者または独占的なライセンスなどを有して
いる。イギリスへ CD を並行輸入し、事業として CD を所有していることが、
著作権を侵害するとして、差止めおよび損害賠償請求を求めて、代表訴訟を提
起している。原告は、イギリス・レコード産業協会（British Phonographic In-
















Millharbour Management Ltd v Weston Homes [2011]EWHC661（TCC）が注目
される。
　事案の概要は、以下の通りである。ロンドンのドックランドにある 350 戸
のマンションで、建築の瑕疵で A が保有する 88 部屋のサブリース物件（全戸




























（19.6 条 4 項）。しかし、判例上は、被代表者が代表訴訟の追行自体を知らな
くても、判決の効力が及ぼすと判断している（Howells v Dominion Insurance 
Co Ltd[2005]EWHC470）。
　事案は、以下の通りである。サッカークラブの施設が火事になり、重大な損
























Supplies v British Air Ways　Plc[2009]EWHC741（Ch））である。事案の概要は
以下の通りである。
19）　Zuckerman, supra note 4,para13.43. 
20）　N. Andrews, Multi-Party Proceedings in England: Representative and Group 
Action,11Duke J of Comp & Group Action （2001）249, 261.
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　アメリカにおける司法省による独占禁止法違反の調査後、2011 年までに英
国航空など 20 社は、独占禁止法違反を認め、推定総額 17 億ドルの支払いを
認めている（2007 年 8 月 1 日司法省の報道）。そこで、英国航空などの航空会
社に対し、航空貨物輸送運賃に関し、違法に価額をつり上げるカルテルを締結
しているとして、ニューヨークなどでクラスアクションが提起されている。
　イギリスにおいても 2008 年に輸入切り花業者（200 人あまり）が英国航空
に対し、1999 年から 2006 年まで航空貨物輸送運賃の不当な価格操作を行った




















22）　In re International Air Transportation Surcharge Antitrust Litigation （the Fuel 
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訴訟による救済が認められなかった。





















Surcharge Cartel Settlement（Case No M:06-cv-01793-CRB（ND Cal 2008））.
23）　R. Mulheron, A Missed Gem of an Opportunity for the Representative Rule, 
23Euro Business LR49（2011）.


























27）　Hodges, supra note4, para 1.07, paras 2.01-10 ; Zuckerman, supra note4, para 
13.60.
28）　リード・アクションに関し、長谷部・前掲注 7）129 頁など参照。
29）　Hodges, supra note 4, Ch 18（A. Ware）.


























（Hodges, supra note 4at78）。
31）　Hodges, supra note 4 , paras 5.54.-5.57.
32）　Zuckerman, supra note 4, para 13.60



















し、集団登録簿を作成（group register）する必要がある（19.11 条 2 項 a）。訴




要がある（19 条 B 実務指針 3.2）。基準日までに、当事者は参加しなければ、
原則として、その後に当該集団訴訟に参加することはできない（19.13 条 e 項）。
　集団訴訟命令は、当事者の申立てだけではなく、職権によっても下される
34）　Id , para 46.
35）　Hodges, supra note 4,para 3.04.
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よる解決の方が優先される（19 条 B 実務指針 2.3）。
　関連する訴訟に関し、全て管理裁判所に移送されること、手続を中止するこ
と、集団訴訟の争点に関連する将来の訴訟に関しても、管理裁判所に提起する
ように命ずることもできる（19.11 条 3 項）。





条 B 実務指針 6.5）。
　事件管理裁判所は、テスト訴訟として、集団訴訟の一部に関し、進めること
を命ずることができる（19.13 条 b 項）。条文上には、テスト訴訟の定義は規
定されておらず、どのような請求がテスト訴訟に相応しいかについて、明文の
36）　Id , para 3.15 
37）　Id , para 3.07.

























39）　S. Gibbons , Group Litigation, Class Actions, and Collective Redress: An Anni-
versary Reappraisal of Lord Woolf’s Three Objectives in D. Dwyer（ed.）, The Civil 
Procedure Rules Ten Years On,2009,115, 136; Hodges, supra note 4,Ch31（A. 
McDougall）.
40）　R. Mulheron, supra note 12 at 103.
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41）　Zuckerman, supra note 4, paras 13.76-13.77; Gibbons, supra note 39 at 188.
42）　Mulheron, Some Difficulties with Group Litigation Orders-and Why a Class 
Action is Superior, （2005）24CJQ, 40, 47 ～ 50.
43）　Gibbons, supra note39 at 130.
























45）　Andrews, supra note 20 at 262.
46）　Gibbons, supra note 39 at 121.
47）　The Law Society, Group Actions Made Easier ,para 6.11.3（1995）; Hodges, su-
pra note 4, paras 7.20-7.21. 
48）　Zuckerman, supra note 4, para13.74.
49）　Mulheron, supra note 12 at 47；Zuckerman, supra note 4, paras13.78-13.79.




（19.11 条 3 項（c））。具体的な方法も期間も規定されていない。
　基準日を徒過すれば、原則として、当事者として集団訴訟に参加することは
認められない。ただし、裁判所の許可により、当事者が参加する余地を残して
いる（19.13 条（e）（f）、19 条 B 実務指針 13）。
　児童養護施設（child care house）における性的虐待事件で、基準日を 2 年
半徒過した当事者が、その後に訴訟に参加することを求めたのに対し、集団訴
訟の争点と重複することを認めて、訴訟遅延を理由に訴えを却下した事案（T 


















なければならなかった（1998 年競争法 47A 条 5 項）。競争法違反を認定する
のは、公正取引庁（Office of Fair Trading）53）、競争控訴審判所（Competition 
Appeal Tribunal）およびヨーロッパ委員会であった（同条 6 項）。2002 年事業
法付則 8 条に基づき、事前認定の要件は廃止されている（2002 年事業法 19 条、
1998 年競争法 47 条 B）。
　損害賠償請求は、オプト・イン型であり、代表訴訟と同様に消費者は、構成
員となる前に、同意する必要があり、当事者の氏名、事実および法律問題の概




　実際に消費者団体訴訟が提起されているのは、2000 年から 2001 年にスポー
ツ量販店がサッカーのシャツを不当な価格操作をしたことに対して、公正取引
庁が 1600 万ポンドの過料を科した事案 55）だけである 56）。およそ 80 万人の潜在
51）　イギリスにおける差消費者団体と差止訴訟に関して、我妻学「英国における差止
訴訟と消費者団体」ジュリ 1320 号 104 頁（2006）など参照。
52）　1957 年に創設されたイギリス最大の非営利消費者団体で、家庭用品の性能テス
トなどを行っている（https://www.which.co.uk/）。
53）　2013 年 10 月に 2013 年事業及び規制改革法（The Enterprise and Regulatory Re-
form Act 2013 （c 24））により、公正取引庁は、競争及び市場局（Competition and 
Markets Authority （CMA））に組織再編されている。
54）　事業者は、賠償を求めることはできない（R. Mulheron, A Channel Apart : Why 
The United Kingdom has departed from the European’s Commission’s 
Recommendation on Class Action, Cambridge Yearbook of European Legal 
Studies,17（2015）36,47.）。
55）　The Consumers Association v JJB Sports PLC 1078/7/9/07.
56）　EU 委員会が違法な航空貨物輸送運賃の価格操作と認定したのに、Emerald 事件
に関し、消費者団体訴訟が提起できなかったのは、消費者だけではなく、事業者も
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関係していたからだとされる（Zuckerman, supra note 4, para13.100.）。
57）　https://www.which.co.uk/news/2008/01/jjb-to-pay-fans-over-football-shirt-rip-
off-128985/


























60）　J Sorabji et al（eds）, Improving Access to Justice through Collective Actions: 

























64）　Ministry of Justice, Improving Access to Justice : Government Response（2009）, 
6[11]-[12].
65）　R. Mulheron, Recent Milestones in Class Action Reform in England: A Critique 























68）　Gibbons, supra note 39 at 122.
69）　Zuckerman , supra note 4, para 13.107.A.Higgins and A. Zuckerman, Class Actions 
come to England -More Access to Justice and more of Compensation Culture , but 
They are Superior to the Alternatives,（2016）35CJQ,1.
70）　Zuckerman, supra note4 , para 13.113.
71）　Id, para 13.111. デンマークでは、集団訴訟に関し、原則としてオプト・イン型を
とりながら、司法へのアクセスを実現するために、裁判所がオプト・アウト型を許
可することができることが注目される（Administration Act ,Pt.23）。上原敏夫「デン



























74）　Woolf, Final Report, Ch17, para11,para44. 皮下埋め込み式避妊器具の副作用を理
由に 1995 年以後、訴訟が提起されたが、法律扶助が打ち切られたため、原告は、訴
えを取り下げて、終結したが、当該製品は、イギリス市場からの撤退を余儀なくさ
れている（Gibbons, supra note39 at 115）。


























77）　J Sorabji et al （eds）., supra note60 at 154.
78）　Zuckerman, supra note 4, para 13.117.
79）　Id, paras13.121-123.
80）　Id, paras 13.124-130.














　2014 年 1 月 23 日に消費者法案が上程されたが、審議中には、オプト・アウ
ト型を削除し、オプト・イン型のみにする修正案も提出されたが、結局、オプ
ト・イン型とオプト・アウト型が併存する制度になっている。消費者法は、
2015 年 3 月 26 日に女王の裁可を受け、同年 10 月 1 日に施行されている。
81）　N.Andrews, supra note 4,paras 22.77-78. アンドリュース・前掲・注４）231 頁も
参照。
82）　Zuckerman, supra note 4,paras 13.125-13.130.
83）　事業・改革及び技能省とエネルギー及び気候変動省（Department of Energy and 
Climate Change）が 2016 年 7 月に統合され、事業、エネルギー及び産業戦略省（De-
partment for Business, Energy and Industrial Strategy）となっている（https://www. 
gov.uk/  government / organisations/ department-for-business-energy-and-industrial-
strategy）。
84）　Department for Business Innovation and Skills, Private Actions in Competition 























所による集合訴訟命令（collective proceedings order）が必要である（同条 2 項、
4 項）。オプト・アウト型手続の導入によって、勝訴の見込みのない訴訟を除
外するためである 87）。
85）　Mulheron, In Defence of the Requirement for Foreign Class Members to Opt in 
to an English Class Action in D. Fairgrieve and E.Lein, Extraterritoriality and 
Collective Redress,2012,paras 14.07-14.09.
86）　Id, paras 14.15-14.54.
87）　Mulheron, The United Kigdom’s New Opt-Out Class Action, Oxford Journal of 




規則（以下、「規則」と略記する）79 条 1 項 b 項、73 条 2 項）、集合訴訟が公
正・効率的に解決するために適切な手段であること（同 79 条 2 項 a）、紛争を
解決するのに裁判外手続など他の方法がないこと（同条 2 項 g）が必要である。
　必要最低限の人数は、規定されていないが、審判所は、当事者を特定し、規
模および性質を勘案しなければならない（同条 1 項 a、同条 2 項 d）。
　代表者が、現実に勝訴の見込みがあると信じているだけではなく（75 条 2
項 h）、オプト・イン型か、オプト・アウト型かを選択する際に、審判所は、
勝訴の見込みを判断しなければならない（79 条 3 項 a）。
　代表者に関し、代表者として公正かつ合理的に行動しなければならない（消
費者法 47 条 B 8 項、規則 78 条 1 項 b）、具体的には、かつ構成員の利益のた
めに公正かつ適切に活動しなければならず（規則 78 条 2 項 a）。代表者と構成
員との間に実体的利益に関して相反関係が存在してはならない（同条 2 項 b）。
　代表者が、構成員である場合には、事件を管理するのに相応しいことが必要
である（78 条 3 項 a）のに対し、代表者が、構成員でない場合には、当該団
体の性質及び職務（function）といえるか、集合手続に十分な計画を策定して
いることが必要である（同条 3 項 b）。
　申立人の損害賠償請求の申立てが認められた場合には、認容された損害賠償
金を当事者間で配分して、なお残余がある場合には、特別の基金に払い込む




Legal Studies,vol. 37, No.4, (2017),814,821,833.
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Gibson 事件（Gibson v Pride Mobility Products ltd,[2017]CAT 9）である。
　（事実の概要）P 社はアメリカの会社の完全子会社で、当時イギリス国内に
おける最大のシニアカート電動車の製造業者で、2010 年から 2011 年における
市場の 26 から 31 パーセントのシェアを占めており、P 社のブランドは消費者
に浸透している。P 社は同一地域に関し 1 社以上の小売店に商品を供給しよう
としなかった。P 社の商品は、販売店による販売のほかインターネット販売、












る販売店もあったことを指摘している。P 社も 2006 年初頭からのインターネ
ットによる価額競争を懸念し、イギリス市場における支配的な地位が脅かされ
ている。
　公正取引庁は、P 社の 7 種類の機種に関し、P 社と 8 社の販売店とが 2010
年 2 月から 2012 年 2 月（問題となっている期間は 8 社に関しそれぞれ異なっ
ているが、重複しているのが 2010 年から 2012 年である）にＰ社から設定さ
れている希望小売価格以下で広告をしなかったことに対し、オンラインかある
いはその他の取引であろうと、小売業者として、他の小売業者と間の価格競争
88）　Office of Fair Trading, Mobility Aids,65 ～ 92, 2011, OFT1374.
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に加わることを顕著に阻害し、P 社の製品を顧客に不当に高く販売した責任が
あるとして、2014 年 3 月 24 日に価額カルテル違反の決定 89）を示している。
　申立人Ｇ（以下、G と略記する）は、高齢者問題に関する運動を行うイギリ
ス全国におよそ 100 の支部を有し、会員数約 120 万人の全国年金者代表
（National Pensioners）の事務局長であった。公正取引庁の上記決定に基づいて、
2010 年 2 月 1 日から 2012 年 2 月 29 日までイギリスにおいてＰ社の新品のシ
ニアカート電動車を購入した者を代表して、公正取引庁がＰ社の 7 種類の機種
に関し、P 社と 8 社の独立販売店とがＰ社から設定されている希望小売価格以
下で広告をしなかったことに関し、2014 年に示した価額カルテル違反決定を
侵害したとして損害賠償請求を求めている。







　G は、当初、構成員を「2010 年 2 月 1 日から 2012 年 2 月 29 日にイギリス
において P 社の電動シニアカートを購入した者（事業者を除外した消費者）」
と定義し（[5],[85],[101]）、専門家の意見に基づいて、対象者を 2 万 7,000 人か
ら 3 万 2,000 人と想定している 91）。専門家の意見を参考にして、損害額が、購





（Mulheron, supra note 85 at 825,834）。
91）　当該機種の購入者に関し、販売店で購入した者 7,500 人から 8,900 人、オンライ
ンで購入した者 2,800 人から 3,400 人、その他の製品に関し、販売店で購入した者
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なるため、2017 年 5 月 25 日に相手方の費用の 6 割を支払うことを約束して、
申立てを取り下げている 92）。
　P 社は、G の代表者としての資格に関しても、G に訴訟活動に必要な事実及
び法律問題に精通しておらず、適切な代表とは認められないと主張している
（[136]、1998 年競争法 47 条 B 8 項 b、規則 78 条 2 項）。
　G は、2009 年に全国年金代表の事務局長となり、全国年金代表の評議会か
ら代表として、審判所に申し立てることが承認されている。全国年金代表は、
1992 年に設立され、提訴前から P 社の価格操作に対して、多くが高齢者であ
7,500 人から 8,900 人、オンラインで購入した者 2,800 人から 3,400 人と想定してい
る。人数に幅があるのは、構成員から除外しているリース会社（事業者）が購入し
た数が特定できないためである（ [91]）。
92）　C.Haan, First Opt-Out Class Action in the UK Fails: Dorothy Gibson v Pride 
Mobility Products Limited, （2018）37CJQ,62,70. 
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　今後、イギリスにおけるオプト・アウト型手続がどのように活用されていく
か、注目したい。

